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	「仮処分決定」（�
	2021年3月10日、当社は、連結子会社である株式会社トレードセブンの当初グループ化から事業撤退に至るまでの詳細な経緯に関するリリース「当社連結子会社である株式会社トレードセブンのグループ化から今回の事業撤退までの経緯に関する補足説明」（以下、「リリース」といいます。）を当社ウェブサイトにて発表いたしました。
	それに対し、同3月12日、当社の前代表取締役社長網屋信介氏（以下、「網屋氏」といいます。）の代理人、桃尾・松尾・難波法律事務所の内藤順也氏、松尾剛行氏、瀬戸山真氏、二本松直樹氏4名の弁護士から、東京地方裁判所に対し、当該リリースの内容が網屋氏の「人格権の侵害」に該当するとして、当該リリースを仮に削除するよう求める「投稿記事削除仮処分命令申立書」が提出されました。
	当社としましては、当該リリースの内容に誤りはないものと認識しており、同3月30日、東京地裁に対し、当該申立書に反論する「答弁書」、「準備書面」「証拠説明書」「債務者代表者監査役後藤光男の発言についての補足説明」を提出いたしました。
	それに対して、東京地方裁判所は、同3月31日、当該リリースの一部のみを仮に削除するよう求める「仮処分決定」を行いましたので、添付書類の通りお知らせいたします。
	当社としては、一連の開示資料で発信した内容について、すべて事実であり、虚偽記載は一切ありません。なお、裁判所に対して立証し難い前代表取締役社長の一部の発言を削除することに致しました。不正行為・不祥事が発覚した場合、如何なる理由があっても、速やかに事実調査をし、調査結果を一定範囲で当局に通知・株主や利害関係者（ステークホルダー）に開示して説明する義務・責任があると認識しております。
	株主の皆様や、その他の利害関係者（ステークホルダー）の利益を最大化するために、今後当社の不祥事の再発防止と長期的な企業価値向上を目的として、適時開示義務のない事項であっても株主の投資等の判断に影響を与える事項について、当然ながら、隠蔽せず、積極的に開示し、当社の透明性を確保するために株主などの利害関係者への説明責任を積極的に果たしてまいく所存であります。
	添付書類：「仮処分決定」
	以上




